
事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資) 110,000 138,000 165,000 413,000000

0000財　源　内　訳
000

事業内容 ふるさと納税制度利用拡大　返礼品メニュー開発　事業所の参加促進　利用者拡大PR ふるさと納税制度利用拡大　返礼品メニュー開発　事業所の参加促進　利用者拡大PR ふるさと納税制度利用拡大　返礼品メニュー開発　事業所の参加促進　利用者拡大PR事　業　費 110,000 138,000 165,000 413,000

PDCAサイクルの実施状況 ・平成28年度5月から「楽天ふるさと納税サイト」、11月から「さとふる」に当市ページをオープンさせた。・クレジットカードなど支払い方法を増やし、利便性を向上させた。・平成28年度から、返礼品に「こだわり推奨品」以外の御殿場の魅力あるメニューを追加した。・平成29年度、「ふるなび」にページをオープンするとともに返礼品のメニューを増やす取り組みを行う。・制度の趣旨に則り、適正に事業を推進していく。 総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計

手　段 ふるさと納税制度利用拡大に向け、魅力ある返礼品メニューの開発とPRを行う。成　果 ふるさと納税制度の利用者増により、寄附額の増加とともに、地域経済が振興、御殿場市の認知度が向上する。事業の背景・住民の意向の反映 ふるさと納税制度が普及し、全国各地で、返礼品を充実させることにより寄附額を増やしている。御殿場市においてもふるさと納税制度を活用した寄附の増額と、返礼品を通じた地域の魅力発信の機会としての制度活用を図る。

個別計画での位置づけ目　的 ふるさと納税制度の利用拡大と推進により、御殿場の魅力発信と地域経済の振興を図る。対　象 市内外
基本計画における位置づけ 施策番号： 7-1-2 施策名： 地域の魅力の磨き上げ関連施策：  施策名：  事業期間 平成20年度 根拠法令・要綱等
事 業 名 ふるさと納税制度推進事業 整理番号 7102-010所　　管 企画部　魅力発信課
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 「選ばれるまち」を目指した魅力発信事業 整理番号 7102-020所　　管 企画部 魅力発信課事業期間 平成27年度 根拠法令・要綱等基本計画における位置づけ 施策番号： 7-1-2 施策名： 地域の魅力の磨き上げ関連施策： 7-2-3 施策名： 多様な広報媒体の活用個別計画での位置づけ目　的 当市が「選ばれるまち」を目指すとともに、市民の定住意向を高めることを目的として、御殿場の魅力を広く市外、国外に対し発信し、上質なまちのブランドイメージ構築を図り、市民等のまちに対する愛着心や誇りを醸成する環境を整える。対　象 市内外手　段 写真、映像、冊子、コミュニティエフエムなど、あらゆる媒体を使い、御殿場の情報発信を行い、御殿場のブランドイメージを高め、対外的な認知度やイメージ向上に繋げる。成　果 市と市に関わる多くの人々が魅力を発信することで、対外的なイメージを向上させ移住希望が増加、活力ある豊かなまちづくりを進める。事業の背景・住民の意向の反映 人口減少、少子高齢化が進みつつある中、都市ブランド力を高め持続可能なまちづくりを進める必要があり、そのためのまちのイメージ、認知度の向上を図るとともに、市民に対しての情報発信を多重的に行うことで郷土愛を醸成する必要がある。PDCAサイクルの実施状況 平成25年度から情報発信室となり、魅力の発信について研究、検討を重ね、平成27年度、「魅力発信課」として、シティプロモーションのための取り組みを始めた。28年度からは移住定住促進に向けた情報発信を担当、シティセールスの取り組みを行っており、事業効果により随時事業の見直しを図りながら推進していく。 総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 17,000 17,000 17,000 51,000

事業内容 まちの魅力を発信する　広告掲載・映像等の制作　デジタルサイネージﾞ、webサイ 　ト、コミュニティＦＭ活用、キャ   ンペーン、相談会 まちの魅力を発信する　広告掲載・映像等の制作　デジタルサイネージﾞ、webサイ 　ト、コミュニティＦＭ活用、キャ   ンペーン、相談会　発信方法の研究・検討 まちの魅力を発信する　広告掲載・映像等の制作　デジタルサイネージﾞ、webサイ 　ト、コミュニティＦＭ活用、キャ   ンペーン、相談会　発信方法の見直し
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

1,000 1,000 1,000 3,000

16,000 16,000 16,000 48,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 広報紙「広報ごてんば」発行事業 整理番号 7203-010所　　管 企画部 魅力発信課事業期間 昭和31年度 根拠法令・要綱等 広報ごてんば発行規則基本計画における位置づけ 施策番号： 7-2-3 施策名： 多様な広報媒体の活用関連施策： 7-2-2 施策名： わかりやすい広報の推進個別計画での位置づけ目　的 行政情報を市民に提供し、共に進めるまちづくり活動を情報面で支援する。対　象 全市民（世帯）手　段 A4判の規格で、毎月5日（企画記事中心、概ね16ページ）と20日（お知らせ記事を中心に、概ね14ページ）に発行。各世帯にポスティングで配布。（一部公共施設や商店・コンビニ・病院等に配置）成　果 市政の課題や施策を市民に知らせ、行政に対する関心を高めるとともに、より効果的なまちづくりを進める。事業の背景・住民の意向の反映 市政の課題や施策を市民に知らせ、市政への理解を得るため、広報紙を発行する。平成28年度に実施した調査にて、広報紙での行政情報取得状況を調査した。PDCAサイクルの実施状況 平成19年度から、有料広告を掲載し、コストの圧縮に努めた。平成22年度から、紙質をコート紙から上質紙に落として更なるコスト削減を図った。平成25年度からは「情報ひろば」レイアウト変更により情報量の増加と内容の見やすさ向上を図った。平成28年度から、ポスティング配布を開始し、発信力強化につながっている。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 18,000 18,000 18,000 54,000

事業内容 月2回発行　35,000部総ページ数　約370 月2回発行　35,000部総ページ数　約370 月2回発行　35,000部総ページ数　約370
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

2,000 2,000 2,000 6,000

16,000 16,000 16,000 48,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 市民協働推進事業 整理番号 7303-010所　　管 市民部 市民協働課事業期間 平成15年度 根拠法令・要綱等 御殿場市市民協働型まちづくり事業補助金交付要綱基本計画における位置づけ 施策番号： 7-3-3 施策名： 協働のまちづくり支援関連施策： 7-3-2 施策名： 市民活動団体等の育成支援個別計画での位置づけ 御殿場市市民協働型まちづくり推進プラン目　的 市民と行政の役割分担と相互補完する信頼関係を築き、市民と行政の協働による住みよいまちづくりを目指す。対　象 市民、区、市民活動団体手　段 社会的ニーズは高いもののこれまで実施困難となっている事業や、行政が見落としがちな分野等について、市民協働型まちづくり事業として支援する。市民の知識等を必要とする事業については、行政側から行政提案として市民活動団体等へ募集をする。成　果 まちづくりを推進するNPO法人や市民活動団体が増加し、まちづくりの主体は市民であるという意識の向上が図られ、地方分権時代に対応した住民本位の行政を推進することができる。また、多様化する市民ニーズに対し、市民と行政が協働することにより事業を実施することができる。事業の背景・住民の意向の反映 市民活動支援センターの登録団体数や市民活動の相談件数が増加しており、市民や団体の支援・育成が必要である。PDCAサイクルの実施状況 御殿場市市民協働型まちづくり推進指針に基づき、協働のまちづくりを実現・推進するための具体的な手法・マニュアルを定めた推進プランを平成28年度に見直した。改定したプランに基づき、今後も市民協働のまちづくりを進めていく。 総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 3,000 3,000 3,000 9,000

事業内容 市民協働担い手養成事業市民協働団体支援事業 市民協働担い手養成事業市民協働団体支援事業 市民協働担い手養成事業市民協働団体支援事業
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3,000 3,000 3,000 9,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 地方創生まちづくり事業 整理番号 7303-020所　　管 市民部 市民協働課事業期間 平成28年度 根拠法令・要綱等基本計画における位置づけ 施策番号： 7-3-3 施策名： 協働のまちづくり支援関連施策：  施策名：  個別計画での位置づけ目　的 地域の主体的な発案によりまちづくりを進めている富士岡地区を先駆的なモデル地区とし、他地域のモデルとするための支援を行う。対　象 富士岡地区手　段 富士岡地区全体のまちづくり計画を地域自らが策定・事業化し、持続可能なまちづくりを行うための交付金を交付する。成　果 観光振興、人材育成と雇用の創出、生きがいづくり、定住人口の維持等を推進し、豊かな地域づくりにつなげる。事業の背景・住民の意向の反映 地区の振興や発展を図るため、平成24年に富士岡まちづくり推進協議会が発足。平成28年度には国の地方創生加速化交付金により、まちづくりの構想を策定した。PDCAサイクルの実施状況 国の地方創生事業等を活用するなど、地区の実施する事業推進と持続のために引き続き支援を継続していく。 総　事　業　費 60,000平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 10,000 10,000 10,000 30,000

事業内容 ・地方創生先駆的事業・箱根外輪山活用事業 ・地方創生先駆的事業・箱根外輪山活用事業 ・地方創生先駆的事業・箱根外輪山活用事業
財　源　内　訳

5,000 500 5,500

0

0

0

0

0

0

0

0

5,000 9,500 10,000 24,500

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 男女共同参画推進事業 整理番号 7401-010所　　管 市民部 市民協働課事業期間 根拠法令・要綱等 男女共同参画社会基本法基本計画における位置づけ 施策番号： 7-4-1 施策名： 男女共同参画推進に向けた意識の啓発関連施策： 7-4-2 施策名： あらゆる分野への男女共同参画の推進個別計画での位置づけ 御殿場市男女共同参画推進条例に基づく御殿場市男女共同参画計画「第四次レインボープラン御殿場」目　的 男性も女性も、意欲に応じてあらゆる分野で活躍できる社会を構築する。対　象 市民手　段 市民公開講座・各種コンクール、講師派遣事業等の啓発事業を実施する。男女共同参画推進事業を実施する団体に対する補助金を交付する。御殿場市男女共同参画計画「第四次レインボープラン御殿場」の進捗状況を取りまとめる。広報紙、HPによる啓発を行う。成　果 男女の固定的な性別役割分担意識が解消される。男女共同参画へ向けた推進体制の強化が図られる。事業の背景・住民の意向の反映 平成18年6月、市民等からなる男女共同参画推進協議会から条例制定への提言を受け、同年8月条例制定を決定。平成20年12月に御殿場市男女共同参画推進条例を制定。PDCAサイクルの実施状況 条例制定に伴い、計画を効果的に実施するため、施策の実施状況を公平かつ継続的に評価する男女共同参画会議を設置。平成28年度に女性活躍推進法を踏まえた新たな指針として、平成29年度～平成33年度を計画期間とする第四次レインボープラン御殿場を策定し、男女共同参画社会の実現に取り組んでいる。 総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 1,000 1,000 1,000 3,000

事業内容 普及啓発活動（講演会、各種コンクール、講師派遣事業の実施、参画会議の運営）男女共同参画推進事業補助金 普及啓発活動（講演会、各種コンクール、講師派遣事業の実施、参画会議の運営）男女共同参画推進事業補助金 普及啓発活動（講演会、各種コンクール、講師派遣事業の実施、参画会議の運営）男女共同参画推進事業補助金
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,000 1,000 1,000 3,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 路線価評価事業 整理番号 7501-010所　　管 総務部 課税課事業期間 平成 4年度 根拠法令・要綱等 固定資産評価基準（総務省告示）基本計画における位置づけ 施策番号： 7-5-1 施策名： 財源の確保関連施策：  施策名：  個別計画での位置づけ目　的 適正な路線価を付設し、正しい固定資産（土地）課税評価を行うため。対　象 利用状況類似地域ごとに選定された標準宅地手　段 3年毎の固定資産（土地）評価替えに伴い、不動産鑑定士に標準宅地の評価額の鑑定を委託する。成　果 鑑定評価の活用により、適正かつ均衡のとれた路線価を付設することができ、個々の納税者にとって納得のいく土地評価額が算定できる。事業の背景・住民の意向の反映 長引く景気低迷の影響等により税に対する市民の負担感が増す中で、土地の課税や評価に対する関心も高まっており、評価に関して詳細な説明を求められる場面が増えている。市内地価は下落傾向が続いているが、一部地域では下げ止まりから上昇に転じる動きも見られる等、今後の地価動向は見通しにくい状況である。客観的な説明を行うための基礎資料の重要性が高まっている。PDCAサイクルの実施状況 国（総務省）において、土地評価に係る地方税法や固定資産評価基準の改正が頻繁に行われている。当市では、土地評価事務の簡素化や正確性を期するため、平成11年度から鑑定評価に基づく路線価付設業務を委託化した。 総　事　業　費 17,000平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 17,000 17,000

事業内容 平成33年度評価替えに係る土地鑑定評価委託（260地点）
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 17,000 0 17,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 固定資産課税資料整備事業 整理番号 7501-020所　　管 総務部 課税課事業期間 平成 3年度 根拠法令・要綱等 地方税法第408条基本計画における位置づけ 施策番号： 7-5-1 施策名： 財源の確保関連施策：  施策名：  個別計画での位置づけ目　的 航空写真は、課税漏れや課税誤謬等を正す一手段として活用し、効率的に課税の適正・公平化が図られる。また、他の部署でも地図情報として有効利用されている。対　象 市内全域の家屋及び土地手　段 3年に1度の間隔で、航空写真を撮影し、統合型ＧＩＳに写真などの必要なデータを取込み、写真等の対比により、家屋の新増築及び取壊し並びに土地利用の状況を把握し、課税事務の効率化を図る。成　果 航空写真は、課税漏れや課税誤謬等を正す一手段として活用し、効率的に課税の適正・公平化が図られる。また、他の部署でも地図情報として有効利用されている。事業の背景・住民の意向の反映 「航空写真を活用した固定資産の現況調査の推進について」（平成5年6月22日付け総務省資産評価室長通知）によるもの。また納税者からの土地、家屋の評価等に関する問合せの際、航空写真を活用することで分かりやすい説明ができるため、住民からも信頼度が高い。PDCAサイクルの実施状況 事業費の単年度での軽減を図るため債務負担の複数年度事業とした。また、家屋経年異動表示図を土地現況図との併用表示図とすることにより課税経費の節減に努めた。総　事　業　費 18,000平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 9,000 9,000 18,000

事業内容 家屋現況図データ更新、統合型GISへのデータセットアップ、家屋経年異動判読調査関連データ作成 航空写真の取得及び写真地図の作成、家屋現況図データ作成
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9,000 0 9,000 18,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 企業会計移行事業 整理番号 7504-010所　　管 環境部 下水道課 (公共下水道事業特別会計）事業期間 平成27年度 平成30年度 根拠法令・要綱等 地方公営企業法基本計画における位置づけ 施策番号： 7-5-4 施策名： わかりやすい財政状況の公表関連施策： 5-5-8 施策名： 汚水処理施設の拡充・維持管理個別計画での位置づけ目　的 公共下水道事業について、地方公営企業法を適用した企業会計方式へ移行することで経営状況の透明性を向上させ、健全な下水道経営が行われるようにする。対　象 御殿場市公共下水道事業手　段 業務委託により資産の調査・評価、システムの構築を行う。また、条例・規則の整備、職員研修などの法適化に伴う事務手続等を実施する。成　果 事業の財政状況や経営状況について明確な説明が可能となる。また、企業内の経営判断が可能となり、機敏な経営活動につながるほか、職員のコスト意識の向上が期待できる。さらに、他都市との経営比較が容易となり、経営健全化に向けた取組方法が検討できる。事業の背景・住民の意向の反映 下水道事業において、地方公営企業法の全部又は一部を適用するか否かは、各事業体の判断に委ねられている。当市は法非適用であるが、下水道事業の健全財政を推進していくために法適用し、企業会計方式に移行していくものである。また、総務省より平成27年1月27日付総財公第18号「地方公営企業法の適用の推進について」にて、下水道事業の全部又は一部の地方公営企業法の適用に関する通知（要請）があった。PDCAサイクルの実施状況 総務省より平成27年1月27日付総財公第19号「地方公営企業法の適用の推進に当たっての留意事項について」の通知があり、同通知に記載されている支援措置（地方財政措置）により、公営企業会計の適用に要する経費については、平成31年度までの間、公営企業債の対象となった。平成28年度以降の事業費について公営企業債での対応とする。総　事　業　費 53,000平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 25,000 25,000

事業内容 ・固定資産調査・評価　(平成28～30年度 債務負担)・会計等システム整備　(平成29～30年度 債務負担)
財　源　内　訳

25,000 25,000

0 0 0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

,●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 所得課税証明書のコンビニ交付事業 整理番号 7601-030所　　管 総務部 税務課事業期間 平成30年度 根拠法令・要綱等基本計画における位置づけ 施策番号： 7-6-1 施策名： 市民サービスの向上関連施策： 7-6-5 施策名： 情報化の推進個別計画での位置づけ 御殿場市行政経営行動計画目　的 住民票・印鑑証明書等と合わせて、所得課税証明書の交付をコンビニで行うことにより、更なる市民サービスの向上を図る。対　象 市民(利用者証明用電子証明書を登録した個人番号カード交付者)手　段 コンビニ証明交付の運営主体となる代行業者(地方公共団体情報システム機構)との契約により、全国のコンビニ(セブンイレブン、ローソン、サークルKサンクス、ファミリーマート)において所得課税証明書を交付する。成　果 市民が平日に市役所や支所等に出向かなくても、近くのコンビニで朝6時30分から夜11時までの間、年間を通して所得課税証明書を取得できる(年末年始を除く)。事業の背景・住民の意向の反映 マイナンバー制度の導入をきっかけに、全国的にコンビニ交付を始める自治体が増加し、近隣市町でも税証明のコンビニ交付が始まりつつある。個人番号カードの普及に伴い、コンビニ交付のニーズは高まることが予測される。PDCAサイクルの実施状況 所得課税証明書の交付については、市民の利便性を図るため、支所等や市民課窓口においても取扱いを開始した。また、税務課では毎週火曜日に夜間窓口延長を実施している。従来より郵送での対応も行っているが、即日交付できない点が課題である。土日祝日の申請受付、交付はできていない状況である。今後は、マイナンバー制度の進展や個人番号カードの普及状況、他市町の実態等を調査・研究し、事業の実施を検討していく。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 0 0 1,000 1,000

事業内容 所得課税証明書のコンビニ交付の調査・研究 所得課税証明書のコンビニ交付の調査・研究 所得課税証明書のコンビニ交付の導入調整
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 1,000 1,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 戸籍証明書のコンビニ交付事業 整理番号 7601-050所　　管 市民部 市民課事業期間 平成30年度 根拠法令・要綱等基本計画における位置づけ 施策番号： 7-6-1 施策名： 市民サービスの向上関連施策：  施策名：  個別計画での位置づけ目　的 現行の住民票の写し・印鑑登録証明書に加え、戸籍の全部事項証明及び個人事項証明の交付をコンビニで行うことにより、利用者に身近な窓口を実現することでさらに住民サービスの向上を図る。対　象 市民（利用者証明用電子証明書を登録した個人番号カード交付者）手　段 コンビニ証明交付の運営主体となる代行業者（地方公共団体情報システム機構）との委託契約により、全国のコンビニ（セブンイレブン、ローソン、サークルＫサンクス、ファミリーマート）において戸籍の全部事項証明及び個人事項証明の交付ができる。成　果 利用者は市役所や支所に出向かなくても、近くのコンビニは勿論、全国の系列コンビニにおいて、当市が本籍地である全部事項証明及び個人事項証明の交付を休日、時間外に関係なく朝6時30分から夜11時まで受けることができる。事業の背景・住民の意向の反映 個人番号カードの導入を契機に、多くの市町村がコンビニ交付サービスを導入を予定している。現行の住民票の写し及び印鑑登録証明書だけでなく、当市が本籍地である全部事項証明及び個人事項証明の交付が全国のコンビニで利用できる新たな住民サービスが求められている。PDCAサイクルの実施状況 番号制度導入に伴い、住所地と本籍地が異なる場合でも戸籍証明書のコンビニ交付が可能となり、利便性が増している。交付の前提となる個人番号カードの普及も進みつつあるが、28年度末普及率は約9.5%にとどまっている。交付拡大は市民の利便性向上につながると考えられるが、カードの普及状況や今後の利用見込を見極める必要があることから、拡大時期を慎重に検討していく。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 0 0 1,000 1,000

事業内容 戸籍証明書コンビニ交付の調査・研究 戸籍証明書コンビニ交付の調査・研究 戸籍証明書コンビニ交付の導入調整
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 1,000 1,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 コンビニ交付サービス業務・拡張事業 整理番号 7601-060所　　管 企画部 情報政策課事業期間 平成30年度 平成33年度 根拠法令・要綱等基本計画における位置づけ 施策番号： 7-6-1 施策名： 市民サービスの向上関連施策： 7-6-5 施策名： 情報化の推進個別計画での位置づけ目　的 庁内サーバ利用からLGWANクラウド方式に更新することで交付業務の安定的な運用や多様化に対応する。対　象 コンビニ交付システム（庁内サーバ）手　段 サーバ管理を庁内管理からクラウド化へと変更するほか、現行の住民票等のコンビニ交付業務に戸籍や税務の証明交付も可能となるよう機能追加の検討をする。成　果 交付業務の多様化を検討できるほか、クラウド化によりサーバ管理業務の軽減が図れる。事業の背景・住民の意向の反映 現行機器の保守期限の確認、住民の利便性の向上PDCAサイクルの実施状況 サーバ管理方式を庁内管理から総務省の推奨するクラウド化型のシステムに更新することでコスト軽減を図る。導入・ランニングコスを広く比較検討を行うとともに、新たなサービス追加を関係各課と検討して、よりローコストで冗長性の高いコンビニ交付サービスを提供していく。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 0 17,000 1,000 18,000

事業内容 コンビニ交付業務の検討 コンビニ交付用サーバの更新 コンビニ交付業務の検討
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 17,000 1,000 18,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 水道料金徴収等業務民間委託事業 整理番号 7603-020所　　管 環境部 上水道課事業期間 平成23年度 根拠法令・要綱等基本計画における位置づけ 施策番号： 5-5-3 施策名： 上水道事業の安定経営関連施策： 7-6-3 施策名： 民間活力の活用個別計画での位置づけ目　的 検針業務、料金の徴収及び収納業務等を民間委託し、経費の削減と業務の効率化を図るため。対　象 水道使用者手　段 検針業務、料金の徴収及び収納業務等を民間に委託する。成　果 民間への委託により経費の削減及び水道料金の収納率の向上を図ることができる。事業の背景・住民の意向の反映 職員の検針業務、料金の徴収及び収納業務等への負担が増加しているなかで、民間委託により経費の削減と業務の効率化を図る。PDCAサイクルの実施状況 初年度（平成24年度）において、事務的改善を実施し、初回契約は平成28年度で終了した。契約期間満了に伴い事業の評価を行い、委託前に比べ経費削減、収納率向上、検針等による見守り協定の締結など市民サービスの向上も図られ、一定の効果が見られたことから公募型プロポーザルを行い、平成29年度から平成33年度まで事業を継続実施している。総　事　業　費 319,000平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 64,000 65,000 65,000 194,000

事業内容 業務委託経費 業務委託経費 業務委託経費
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

64,000 65,000 65,000 194,000

0 0 0 0

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 第四次御殿場市総合計画後期基本計画策定事業 整理番号 7604-010所　　管 企画部 企画課事業期間 平成28年度 根拠法令・要綱等 地方自治法基本計画における位置づけ 施策番号： 7-6-4 施策名： 施策・事業の評価と進捗管理関連施策： 7-6-1 施策名： 市民サービスの向上個別計画での位置づけ目　的 第四次御殿場市総合計画の実現に向けて、中間評価を行い、市民とともに後期基本計画（平成33年度～平成37年度）を策定する。対　象 市民手　段 市民満足度調査の実施や評価指標の検証をおこなうことにより、前期基本計画の進捗状況を確認するとともに、地区別市民会議、市議会、審議会等を通じて市民の意見を取り入れながら5か年の計画を策定する。成　果 本市における行政運営の指針となる。事業の背景・住民の意向の反映 市民アンケート（2,000件標本抽出）、団体アンケート、地区別市民会議、パブリックコメント等を通じて、市民の意識等を把握するほか、市議会、審議会からの意向を聴取し、必要に応じて計画に反映する。PDCAサイクルの実施状況 第四次総合計画の実現と市民サービスの向上のため、市民満足度調査を実施するとともに、成果指標を検証することで前期基本計画の進捗状況を確認して、平成33年度から５カ年の後期基本計画に反映する。 総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 4,000 6,000 10,000

事業内容 市民満足度調査前期基本計画の効果検証 後期基本計画策定
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 4,000 6,000 10,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 サーバ統合化事業 整理番号 7605-010所　　管 企画部 情報政策課事業期間 平成29年度 平成34年度 根拠法令・要綱等基本計画における位置づけ 施策番号： 7-6-5 施策名： 情報化の推進関連施策：  施策名：  個別計画での位置づけ目　的 業務サーバの集約による管理コスト等の削減対　象 課ごとに導入した業務サーバ、38台手　段 業者委託による集約対象サーバの特定と、導入サーバの規模及び利用仮想技術の導入成　果 仮想サーバの利用によって、サーバハードウエア個体数の削減と、運用時における管理個数の削減事業の背景・住民の意向の反映 仮想技術の向上によって、集約サーバの安定度の向上と運用の簡素化が図られるようになったことPDCAサイクルの実施状況 庁内に設置してある複数の業務サーバについて、他自治体で運用コスト削減や省スペースで実績のある仮想サーバを導入して管理コスト等の削減を図る。機器の管理工数の削減や冗長性の向上、更新の簡略化を実施することでサーバ機器の利用環境について今以上の集約化を図る。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 4,000 8,000 8,000 20,000

事業内容 集約サーバの導入（リース） 集約サーバの導入（リース） 集約サーバの導入（リース）
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4,000 8,000 8,000 20,000

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 外部セキュリティ監査事業 整理番号 7605-020所　　管 企画部 情報政策課事業期間 平成28年度 平成34年度 根拠法令・要綱等基本計画における位置づけ 施策番号： 7-6-5 施策名： 情報化の推進関連施策：  施策名：  個別計画での位置づけ目　的 業務のセキュリティの向上対　象 各業務手　段 年度実施計画を定め、5年で全所属に監査が行えるよう監査計画を立てて行う。成　果 各業務のセキュリティリスクの低減事業の背景・住民の意向の反映 他自治体でのセキュリティ事故の頻発、情報漏えいへの不安の増大PDCAサイクルの実施状況 刻々と変化するセキュリティ脅威に対し、外部の専門家による監査を行うことで職員では対応しきれない技術的な指導や対応方法についてアドバイスを受けることができ、効果的で的確なリスク対策を図ることができる。監査において指摘された事項に関し、改善を図っていくため、外部監査は定例的に実施していく必要がある。 総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 1,000 1,000 1,000 3,000

事業内容 監査計画によるセキュリテイ外部監査と内部監査員の育成 監査計画によるセキュリテイ外部監査と内部監査員の育成・実施 監査計画によるセキュリテイ外部監査と内部監査員の育成・実施
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,000 1,000 1,000 3,000

0

202



事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 セキュリテイクラウドシステム活用事業 整理番号 7605-050所　　管 企画部 情報政策課事業期間 平成29年度 根拠法令・要綱等基本計画における位置づけ 施策番号：  施策名：  関連施策：  施策名：  個別計画での位置づけ目　的 インターネット閲覧の安全性の向上化対　象 出先機関所属のインターネットパソコン手　段 静岡県が設置する「セキュリティクラウドシステム」の利用によるインターネット出入り口の集約化成　果 インターネット閲覧の安全性の向上やウィルス感染等による情報加害者となってしまうことを防ぐ。安全で安心なインターネット業務利用環境が整備される。事業の背景・住民の意向の反映 住民の個人情報漏洩に対する不安の低減国の機関や自治体の情報漏えい事故の多発平成28年度に国の補助による県単位のセキュリティシステムの構築PDCAサイクルの実施状況 平成29年度に県のセキュリティクラウド導入計画に合わせ、本庁舎等を接続した。今後、出先機関でも利用開始するに当たり、インターネット環境をセキュアにするためには市役所のインターネット接続回線の一本化がより重要となったため、現有回線を利用した他自治体でも実績のあるシステムの導入を検討し、最善で尚且つローコストな手法での利用開始を目指す。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 3,000 4,000 4,000 11,000

事業内容 出先機関の「セキュリティクラウドシステム」の利用開始 出先機関の「セキュリティクラウドシステム」の利用 出先機関の「セキュリティクラウドシステム」の利用
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3,000 4,000 4,000 11,000

0

203



事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 人材育成事業 整理番号 7607-010所　　管 総務部 人事課事業期間 昭和29年度 根拠法令・要綱等 地方公務員法基本計画における位置づけ 施策番号： 7-6-7 施策名： 職員の能力向上関連施策：  施策名：  個別計画での位置づけ目　的 職員の資質向上を図るとともに意識改革を促し、行政が果たすべき役割を考え行動できる職員の育成と、新公共経営を担える組織力の向上を目指す。対　象 全職員（臨時職員を含む）手　段 時代に合わせた人材育成基本方針の改定を行うとともに、本市が目指すべき人材を育成するため、自主研修、職場内研修及び職場外研修等の職員研修を行う。また、人材育成及び処遇反映を目的として人事評価を実施する。成　果 人材育成基本方針を改定することで本市が目指す人材像を明らかにするとともに、基本方針に基づいた研修を実施することで公務員に求められる職員としての必要な知識やスキルを得ることができる。また、豊かで柔軟な思考力や創造力、行動力を身に付けるとともに意識改革、マネジメント能力の向上により、職場の活性化、市民サービスの向上及び円滑で効率的な行政経営が図られる。事業の背景・住民の意向の反映 平成18年度に策定した人材育成基本方針について、変化する社会情勢や住民ニーズに対応した改定の必要がある。また、厳しい社会経済情勢下での行政課題や市民ニーズ等に公正・適確に対応するため、必要な能力を効果的・効率的に習得させ、組織力を高めるための長期的視野に立った人材育成が必要である。PDCAサイクルの実施状況 人材育成基本方針は平成29年度に庁内委員を任命し、平成30年度の策定に先駆けて検討を開始した。また研修については内部講師の起用、階層別研修の他市との共同開催等により経費縮減を図っている。平成28年度より人事評価制度を本格導入し、人材育成の一助として活用している。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 8,000 7,000 7,000 22,000

事業内容 人材育成基本方針の策定階層別研修、職能研修、派遣研修、人事交流等人材育成基本方針に基づいた人事評価制度の見直し 階層別研修、職能研修、派遣研修、人事交流等 階層別研修、職能研修、派遣研修、人事交流等
財　源　内　訳

0

0

0

0

0

1,164 1,164 1,164 3,492

0

0

1,345 1,345 1,345 4,035

5,491 4,491 4,491 14,473

0
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 東富士演習場関連公共用施設整備事業(9条用排水路） 整理番号 7902-010所　　管 産業スポーツ部 農林整備課事業期間 昭和55年度 根拠法令・要綱等 防衛施設周辺の生活環境等に関する法律第９条基本計画における位置づけ 施策番号： 7-9-2 施策名： 民有諸権利の擁護及び民生安定事業の推進関連施策： 1-3-1 施策名： 農業生産基盤の整備及び維持管理個別計画での位置づけ目　的 洪水時における浸水被害の軽減及び用水量を確保する。対　象 未整備の用排水路及びその受益者。手　段 農業用施設の整備。用排水路・取水工整備。成　果 用水量の安定確保及び維持管理費の節減が図られる。事業の背景・住民の意向の反映 演習場使用協定に基づき実施。東富士演習場土地賃貸借契約に関する要望に基づき実施。PDCAサイクルの実施状況 緊急性、必要性等の高い要望内容から整備している。今後も引く続き対応していく。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 15,000 15,000 15,000 45,000

事業内容 市内用排水路工事L＝170m大沢用排水路茱萸沢・萩原用排水路 市内用排水路工事L＝200m 市内用排水路工事L＝200m
財　源　内　訳

0

0

0

0

300 300 300 900

0

0

0

0

14,700 14,700 14,700 44,100

14,700 14,700 14,700 44,100
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 特定防衛施設河川改修事業（9条） 整理番号 7902-020所　　管 都市建設部 道路河川課事業期間 昭和57年度 根拠法令・要綱等 防衛施設周辺の生活環境等に関する法律第9条基本計画における位置づけ 施策番号： 7-9-2 施策名： 民有諸権利の擁護及び民生安定事業の推進関連施策： 3-3-2 施策名： 河川の改修及び維持管理個別計画での位置づけ目　的 演習場・防衛施設のある市域において、河川改修を効果的に行い、浸水被害・沿線侵食等の災害防止を図る。対　象 河川周辺市民手　段 普通河川の改修を、排水対策を考慮して計画的に行う。成　果 河川氾濫等による浸水・災害が防止・軽減され、衛生面においても生活環境の安定につながる。事業の背景・住民の意向の反映 演習場の使用に伴う河川への影響を考慮しての事業であり、近年の局地的豪雨等による浸水対策への要望は強い。PDCAサイクルの実施状況 限定された事業規模となるため、進捗が図れない。今後、隔年で対象排水路改修を行うなどして、効果的な事業展開を図る。 総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 16,000 16,000 16,000 48,000

事業内容 トチ畑排水路下ノ原排水路 トチ畑排水路下ノ原排水路 トチ畑排水路下ノ原排水路
財　源　内　訳

0

0

0

1,100 1,100 1,100 3,300

320 320 320 960

0

0

0

0

14,580 14,580 14,580 43,740

14,580 14,580 14,580 43,740
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 防衛施設関連道路整備事業（8条） 整理番号 7902-030所　　管 都市建設部 道路河川課事業期間 昭和57年度 根拠法令・要綱等 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律基本計画における位置づけ 施策番号： 7-9-2 施策名： 民有諸権利の擁護及び民生安定事業の推進関連施策： 6-6-1 施策名： 都市計画道路・幹線道路の整備推進個別計画での位置づけ目　的 演習場・防衛施設周辺の市道の改良・舗装を行い、歩行者・通行車両にとって安全な道路を整備する。対　象 演習場・防衛施設によって影響を受ける市民や通行車両手　段 自衛隊車両の通行量に留意し、道路線形・幅員等を十分検討し、効果的な道路新設・改良・舗装を行う。成　果 演習場・防衛施設周辺において、道路幅員確保・側溝設置・歩道確保がなされ、生活環境が向上する。また、災害発生時は緊急輸送路として重要なライフラインの役割を果たす。事業の背景・住民の意向の反映 演習場使用に伴い障害を受ける関係市民は、環境改善を国に強く要望している。道路長寿命化計画に基づいた舗装補修整備を計画的に推進する必要がある。PDCAサイクルの実施状況 現在、演習場・防衛施設周辺において、団地間連絡道路整備を行っているが、今後、インフラ維持に重点を置く時期に移行することを見据えて、整備と維持の両立を図って事業を推進する。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 516,000 470,000 725,000 1,711,000

事業内容 市道5013号線外2市道6186号線外3市道0125号線外1市道0237号線舗装補修 市道5013号線外2市道6186号線外3市道0108号線市道0237号線舗装補修 市道5013号線外2市道6186号線外3市道0108号線市道0237号線舗装補修
財　源　内　訳

0

386,250 345,000 536,250 1,267,500

0

20,300 27,700 37,300 85,300

102,600 88,000 139,000 329,600

0

0

0

0

6,850 9,300 12,450 28,600

6,850 9,300 12,450 28,600
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事業整理シート事業整理シート事業整理シート事業整理シート

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ～
●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画 （単位：千円）
国　補防　衛県　補市　債財　繰負　担小　山寄　付その他一　般(投資)

事 業 名 防衛施設関連道路整備事業（9条） 整理番号 7902-040所　　管 都市建設部 道路河川課事業期間 昭和57年度 根拠法令・要綱等 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律基本計画における位置づけ 施策番号： 7-9-2 施策名： 民有諸権利の擁護及び民生安定事業の推進関連施策： 6-6-2 施策名： 生活道路の整備個別計画での位置づけ目　的 演習場・防衛施設のある市域において、市道の改良・舗装を行い、歩行者・通行車両にとって安全な道路を整備する。対　象 演習場・防衛施設によって影響を受ける市民や通行車両手　段 自衛隊車両の通行量に留意し、道路線形・幅員等を十分検討し、効果的な道路新設・改良・舗装・舗装補修を行う。成　果 道路幅員確保・側溝設置・歩道確保がなされ、生活環境が向上する。また、交通渋滞が緩和され、円滑で安全な道路交通網の形成につながる。事業の背景・住民の意向の反映 演習場使用に伴い障害を受ける関係市民は、環境改善を国に強く要望している。道路長寿命化計画に基づいた舗装補修整備を計画的に推進する必要がある。PDCAサイクルの実施状況 9条交付金を原資として事業を進めており、各路線の大幅な事業進捗が望めない。今後は、緊急性等を考慮して、重点的に行う路線の検討も進めていく。総　事　業　費平成30年度 平成31年度 平成32年度 計
事　業　費 310,000 310,000 310,000 930,000

事業内容 市道0111号線外1市道4102号線外1市道0211号線外1市道3456号線外1市道0252号線舗装補修外１ 市道0111号線外1市道4102号線外1市道0211号線外1市道3456号線外1市道0252号線舗装補修外1 市道1017号線外2市道4102号線外1市道0211号線外1市道3456号線外1市道0252号線舗装補修外１
財　源　内　訳

0

0

0

22,500 22,500 22,700 67,700

6,000 5,900 5,700 17,600

0

0

0

0

281,500 281,600 281,600 844,700

281,500 281,600 281,600 844,700
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